
R 2. 5.28 19:29 作成

（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

98,350 39,667

89,045 11,609

【様式第１号】

貸借対照表(全体)

科目 金額 科目 金額

                       (平成３１年　３月３１日現在)

30,371 23,177

△ 16,501 4,622

1,074 1,355

35,688 1,965

21,268 2,417

－ 500

－ －

－ 257

－ 689

△ 929 2,174

－ －

－ －

405 101,869

53,203 △ 34,374

14,756

－ 146

－ 負債合計 44,289

－

△ 30,980

12,681

△ 6,703

2,496

△ 1,172

61,470

316

0

316

655

684

△ 531

－

283

5,706

2

8,989

2,768

288

2,768

－

－

9,086

743

6

3,513

5,705

－

13,435

△ 56

73

純資産合計 67,496

資産合計 負債及び純資産合計 111,785

3,513

－

14

－

111,785
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

305

【様式第２号】

行政コスト計算書(全体)

                         自  平成３０年　４月　１日

                         至  平成３１年　３月３１日

科目 金額

29,030

13,632

3,494

2,448

256

5,753

485

9,759

6,871

546

2,338

4

379

176

37

166

15,398

－

9,555

－

90

3,761

2,737

1,024

25,269

0

－

0

－

0

119

118

2

25,150
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（単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 98,577 △ 33,909

純行政コスト（△） △ 25,150

財源 27,976

税収等 18,900

国県等補助金 9,076

本年度差額 2,825

固定資産等の変動（内部変動） 1,087 △ 1,087

有形固定資産等の増加 1,657 △ 1,657

有形固定資産等の減少 △ 2,388 2,388

貸付金・基金等の増加 3,051 △ 3,051

貸付金・基金等の減少 △ 1,234 1,234

資産評価差額 －

無償所管換等 2

その他 2,203 △ 2,203

本年度純資産変動額 3,292 △ 465

本年度末純資産残高 101,869 △ 34,374

2,825

【様式第３号】

純資産変動計算書(全体)

                                自  平成３０年　４月　１日

                                至  平成３１年　３月３１日

科目 合計

64,668

△ 25,150

27,976

18,900

9,076

2

－

2,828

67,496

－
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

242

【様式第４号】

資金収支計算書(全体)

                    自  平成３０年　４月　１日

                    至  平成３１年　３月３１日

科目 金額

28,278

12,970

3,315

9,166

0

247

15,308

5,753

9,555

－

0

31,376

18,932

8,701

2,737

1,006

2,018

－

0

1

3,099

4,717

1,657

2,887

－

165

8

291

450

1,221

13

167

166

△ 2,699

1,440

1,440

－

291

9,086

－

△ 1,149

本年度資金収支額 △ 749

前年度末資金残高 9,146

本年度末資金残高 8,396

706

△ 16

689
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注記 全体会計 
 
1 重要な会計方針 

 
(１) 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

 
ア 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については次のとおりです。 
 

    （ア） 昭和 59 年以前に取得したもの・・・・・再調達原価 
       ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 
    （イ） 昭和 60 年以降に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・取得原価 
       取得原価が判明していないもの・・・・・・再調達原価 
       ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価格１円として

います。 
 

イ 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし，開始時の評価基準及び評価方法については次のとおりです。 
 

（ア）取得原価が判明しているもの・・・・・・・取得原価 
（イ）取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・再調達原価 

    
      ただし，水道事業会計及び公共下水道事業会計においては取得原価で計上し

ています。 
 
 

(２) 有価証券等の評価基準及び評価方法 
 

 ア 市場価格のある有価証券等 
       該当ありません 
 

 イ 市場価格のない有価証券等 
  （ア）有価証券・・・・・・取得原価 
  （イ）出資金・・・・・・・出資金額 
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 （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 
   先入先出法による低価法を採用しています。（水道事業会計及び公共下水道事業会計） 
 

（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 
 

ア 有形固定資産（リース資産を除きます）・・・・・定額法 
建物   20 年～50 年 
工作物  10 年～50 年     

       物品       3 年～20 年 
 

イ 無形固定資産（リース資産を除きます） ・・・・定額法 
ソフトウエア   5 年 
施設利用権    15 年(水道事業会計) 
 

ウ リース資産 
貸借対照表上リース資産計上した資産はありません。 

 
 

（５）引当金の計上基準 
 

ア 投資損失引当金 
投資及び出資金に対する投資損失引当金は計上していません。 

 
イ 徴収不能引当金 

⾧期延滞債権について，過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能見込額
を計上しています。 

 
ウ 賞与等引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びに法定福利費相当額の見込
額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
 

エ 退職手当引当金 
期末自己都合要支給額を計上しています。 

 
（６） リース取引の処理方法 
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ア ファイナンス・リース取引 

   該当ありません。 
 

イ オペレーティング・リース取引 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 
（７）資金収支計算書における資金の範囲 
 
   現金（手許現金及び要求払現金）及び現金同等物（「守谷市公金の管理及び運用に

関する基準」において歳計現金等の保管方法として規定した預金等）から構成され，
出納整理金における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 
（８）その他の財務書類作成のための基本となる重要な事項 
 

ア 物品及びソフトウエアの計上基準 
    物品については，取得価格又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上

の場合に資産として計上しています。 
    ソフトウエアについても物品の取扱いに準じています。 
 

イ 資本的支出と修繕費の区分基準 
    資本的支出と修繕費の区分基準については，修繕に係る支出が当該償却資産の

資産価値を高め，またはその耐用年数を延⾧すると見なされる場合資本的支出と
して区分しています。 

 
ウ 会計間の相殺方法 

    会計間の繰入繰出額等を相殺しています。 
 

エ 消費税及び地方消費税の会計処理 
    税込方式を採用しています。ただし，水道事業会計及び公共下水道事業会計に

おいては税抜き方式を採用しています。 
 
 

２ 重要な会計方針の変更等 
 

（１） 会計方針の変更 
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会計方針の変更はありません。 
 

（２） 表示方法の変更 
 表示方法の変更はありません。 

 
（３） 資金収支計算書における資金範囲の変更 

資金収支計算書における資金範囲の変更はありません。 
 

 
３ 重要な後発事象 
 
   翌年度の財務状況に影響を及ぼす組織・機構の変更や，災害などの後発事象はありま

せん。 
 
 
４ 偶発債務 

（１） 補償債務及び損失補償債務負担の状況 
他の団体（会計）の金融機関からの借入債務に対し保証を行っています。 
 

団体（会計）名 確定債務額 
履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 総 額 損失補償引当金 
計上額 

貸借対照表   
未計上額 

守谷市土地開発
公社債務保証  500,000 千円  500,000 千円 

合 計  500,000 千円  500,000 千円 
 
（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

①平成 29 年（ワ）第 76 号 損害賠償請求事件  84,214 千円 
 
 

５ 追加情報 
 
（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

 
ア 全体会計の対象範囲 
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   全体会計には，一般会計等（一般会計）のほかに，国民健康保険特別会計，後 
  期高齢者医療特別会計，介護保険特別会計，介護サービス事業特別会計，農業集 

落排水事業特別会計，水道事業会計及び公共下水道事業会計が含まれます。 
 

イ 全体会計と普通会計との対象範囲の差異 
普通会計の範囲は，一般会計等と一致します。 
 

ウ 出納整理期間 
 地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間が設けられており，出
納整理期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計
数としています。平成 29 年度の出納整理期間は，平成 31 年 4 月 1 日～令和元
年 5 月 31 日です。 
 

エ 金額の表示 
 各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため，合計等の金額が一致
しない場合があります。 
 

オ 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況（普通会計） 
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― ― 4.0 ― 
 

カ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 
利子補給等に係る債務負担行為はありません。 

 
キ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

一般会計 
    継続費逓次繰越     184,051 千円 
    繰越明許費       773,956 千円 
    事故繰越        135,718 千円 

 
（２） 貸借対照表に係る事項 

 
ア 売却可能な資産 

翌年度の当初予算に財産売払収入として措置された売却可能資産はありません。 
 

イ 減価償却累計額 
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事業用資産 17,430,271 千円 
     建物 16,500,821 千円 
     工作物 929,450 千円 
     船舶                  ʷ 

浮漂等        ʷ 
航空機        ʷ 
その他        ʷ 

       インフラ資産 38,855,784 千円 
         建物 1,172,117 千円 
         工作物 30,980,490 千円 
         その他 6,703,177 千円 

 物品 530,519 千円 
 

ウ 減債基金に係る積立不足額 
減債基金に係る積立不足額はありません。 
 

エ 基金借入金（繰替運用） 
基金の繰替運用はありません。 

オ 地方交付税措置のある地方債のうち，将来の普通交付税の算定基準である基財
政需要額に含まれることが見込まれる金額。 

    6,982,912 千円 
 

カ 将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算
定要素） 

     将来負担額 
      地方債の現在残高 10,711,895 千円 
      債務負担行為に基づく支出予定額 1,377,972 千円 
           公営企業債等繰入見込額 357,578 千円 
           組合負担等見込額 2,348,474 千円 
           退職手当負担見込額 45,430 千円 
      設立法人の負担額等負担見込額 173,042 千円 

充当可能財源等 
  充当可能基金 7,365,141 千円 
  充当可能特定歳入 2,709,690 千円 
   うち都市計画税 2,620,804 千円 
  基準財政需要額算入見込額 10,294,891 千円 
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キ 自治法第 234 条の３に基づく⾧期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債 

  務 
     貸借対照表計上されたリース債務はありません。 
 

ク 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登
記が行われていない法定外公共物の財務情報 

該当ありません。 
 

ケ PFI 事業に係る資産 
 PFI 事業に係る資産はありません。 

 
（３） 行政コスト計算書に係る事項 

ア 行政コスト計算書では，現金の収入・支出に加えて，減価償却費や引当金の繰入
などの現金を伴わないコストも認識しています。 

 
（４） 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産形成分及び余剰分（不足分）の内訳 
ア 固定資産形成分 

     固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して
います。 

イ 余剰分（不足分） 
純資産合計額のうち，固定資産形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 
（５） 資金収支計算書に係る事項 

 
ア 基礎的財政収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く） 3,340,594 千円 
投資活動収支（基金を除く）     △1,033,561 千円  
基礎的財政収支            2,307,033 千円 
 

イ 既存の決算情報との関連性 
       地方自治法第 233 条の規定に基づく歳入歳出決算書の歳入では繰越金の額

が含まれ，また，資金収支計算書の支出には歳計剰余金の積立額が含まれてい
るため差があります。  
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     （一般会計等） 
 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 22,173,035 千円 20,962,846 千円 
資金収支計算書 21,748,170 千円 22,165,592 千円 
差異 △424,865 千円 1,202,746 千円 

 
 
 

ウ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内 
 訳 

 
資金収支計算書業務活動収支 3,098,719 千円 
 

投資活動収入の国県等補助金収入 450,088 千円 
              未収債権の増減 
         ⾧期延滞債権 △38,510 千円 
       未払債務の増減 
         ⾧期未払金 1,338,624 千円 
         未払金 △61,386 千円 
       出資金の増減 △1,764 千円 
       減価償却費 △2,338,335 千円 
              引当金の増減 
         賞与引当金 △6,533 千円 
         退職手当引当金 △145,766 千円 
         徴収不能引当金 3,501 千円 
         修繕引当金 27,657 千円 

資産除売却 117,925 千円 
その他 383,462 千円 

                                                                        
純資産変動計算書の本年度差額 2,827,682 千円 

 
エ 一時借入金 

      一時借入金の借入れはありません。なお，一時借入金の限度額は，一般会計で
500,000 千円，国民健康保険特別会計で 100,000 千円です。 

 


